格差社会　～教育格差を中心に～　　　　　　　　　　　　　６月２５日第５回卒業論文発表　





●親の収入と教育費との関係性
全体の数値から見た教育費



高学歴大学の年収の実態


給食費未納問題の実態




親の教育費に対する意識




●北欧の教育を参考に




参考文献

子育て家庭の経済状況に関する調査研究、脱「格差社会」への戦略、給食費不払いはモラルの低下を意味するのか、日経ビジネスオンライン、朝日新聞、学生生活実態調査　など。























































第３章　格差への対応





３－１　公的機関の役割（社会保障、小さな政府）


３－２　税制改革


３－３　他国からのヒント（労働政策）








第１章　日本の格差の状況





１－１　様々な統計から格差拡大肯定論（日本単体で）


１－２　様々な統計から格差拡大否定論（日本単体で）


１－３　様々な統計から（世界と比較）








第２章　日本の教育格差





２－１　数値


２－２　実態


２－３　他国との比較








問題意識


バブル崩壊後の日本は、グローバル化や小泉内閣による新自由主義の進行により、「格差社会」や「負け組勝ち組」などの言葉が増えていった。そのような中で、日本は米国によるサブプライムローン問題による金融危機が起きてしまった。これは、日本に大きな打撃を与え、その影響は、金融機関に始まり、大企業、中小企業、そして私たち、労働者や消費者へと様々なところへと波及していった。記憶に新しいのは、バブル崩壊後にも問題視されていた派遣労働者問題の浮上である。また、新卒生でも働き口が無く苦境に立たされている。このような状況から、日本はますます「格差」が大きくなっているのではないかと考えた。そこで、この論文では、格差社会の現状を調べ、日本は他国と比べて格差が存在しているのかを確認する。また、研究していく中で、格差が存在しているのなら、その格差の要因と縮小する対策はどういうものかを考察していきたい。








「教育は親の責任」という責任観が、道義的にも、経済的にも広く深く浸透してきている。


高等教育では、合計で見てOECD平均をやや下回る程度であるが、公的支出で見ると、先進国のなかではOECD平均を大幅に下回っている。





東大生の世帯年収額の分布。


世帯の年収額のうち「950万円以上」は、53.4％であった。男女別に見ると、男子における「950万円以上」の比率が50.2％であるのに対して、女子における比率は64.3％であり、男女差が顕著である。


一方、450万円未満は9,3％から17,3％に急増。リーマンショック前に入学してきた学生に対する調査のため、親の収入に関わらず高学歴の大学に入れることを意味している。





２００５年度の小中学校の滞納総額が２２億円超。児童・生徒数で見ると、１００人に１人が滞納していた計算になる。滞納の主な原因は、「保護者としての責任感や規範意識」が６０％、「保護者の経済的な問題」が３３・１％だった。





給食費未納率と１人当たり所得との関係はあまり密接ではない。一方、失業率を見ると、未納率と同じ方向に動く傾向がある。


給食費未納率を県民所得と失業率が、それぞれどのくらい説明しているかを統計的に調べると、県民所得は未納率変動の11％しか説明していないが、失業率は41％を説明しているという結果になる。





高所得な家計ほど高い学歴を求めている。大学までいってほしい割合は200万円未満では37％であるのに対し、1000万円以上の家庭では、89％が大学以上の学歴を望んでいる。





200万円以上の所得がある家庭では、教育費を１番に感じているというのが圧倒的に多いが、２００万円未満だとそこまで強く教育費の負担強く感じていない。





また、こどもを持つにあたり感じる不安でも「こどもの養育費がかかるから」が２位にある。


このようなことからも、親の所得が子供の教育機会に大きく影響していることが分かった。





北欧などでは高等教育までの教育費が無料などという特徴がある。また、過去３回（００年、０３年、０６年）実施された、ＯＥＣＤ主催の１５歳男女を対象にした国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）の、「読解力」「数学リテラシー」「科学的リテラシー」各分野で毎回最高ランクの成績を示しているフィンランドは、学校教育の「公的支出」の割合が６％、「私費負担」の割合は0，1％となっている。


ただし、財政負担に陥っており教育費への支出が減少し、生徒が使い回しのボロボロの教科書を利用しているという情報もある。





スウェーデンの教育の特徴





現状の日本と北欧では、借金を多く抱えていることや、人口や面積などの違いがあるため、高等教育の無料化は困難かもしれない。





今後の課題


教育格差に関連して地方格差も大きな問題であると思ったため、地方格差についても調べたい。


また、教育格差から非正規雇用の増加の関連性を調べきれなかったので、そこも少し付け加えていきたいと考える。





収入階層別に見た実支出に占める教育費の割合（家計調査）の図





学校教育費に対する対GDP比率２００５年の図





世帯の年収額分布の図





給食費の滞納状況　２００５年度の図





給食費不払いの理由





子どもの養育費が子育てで負担と感じる割合の図





子どもに進学してほしい学校の図





家計の所得格差の国際比較の図








